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概要

●裁判実務の解釈運用に役立つ ｢訴訟実務シリーズ｣ として発行するもので､ 建築関係訴訟を実務的観点から
　技術的 ･専門的な特性に基づく実体法上の諸問題について解説してあります｡
●手続上の課題についても検討を加えてありますので､ 建築に関する紛争解決のための関係者必備の書です｡
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